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株式会社 日本能率協会コンサルティング 

 

補助金を申請及び受給される皆様へ 

 

株式会社日本能率協会コンサルティング（以下「JMAC」という。）が取り扱う令和２年度食品産業イノベーション

推進事業（以下「本事業」という。）は、公的な国庫補助金を財源としており、社会的にその適正な執行が強く求め

られます。当然ながら、JMACとしても厳正に補助金の執行を行うとともに、虚偽や不正行為に対しては厳正に対

処いたします。 

本事業の補助金の交付を申請する方、採択されて補助金を受給される方は、「補助金等に係る予算の執行の

適正化に関する法律（昭和３０年８月２７日法律第１７９号）」をよく御理解の上、また以下の点についても十分に御

認識いただいた上で補助金受給に関するすべての手続きを適正に行っていただきますようお願いいたします。 

 

① 補助金に関係する全ての提出書類において、如何なる理由があってもその内容に虚偽の記述を行わない

でください。 

② JMACから補助金の交付決定を通知する以前に、既に発注等を完了させた事業等については、補助金の

交付対象とはなりません。 

③ 補助金で取得、又は効用の増加した財産（取得財産等）を、当該財産の処分制限期間内に処分しようとす

るときは、事前に処分内容等についてJMACの承認を受けなければなりません。また、その際補助金の返

還が発生する場合があります。なお、JMACは、必要に応じて取得財産等の管理状況等について調査する

ことがあります。 

※ 処分制限期間とは、導入した機器等の耐用年数期間をいう。 

※ 処分とは、補助金の交付目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、廃棄し、又は担保に供すること

をいう。 

④ 補助金の交付対象は新規製品の購入を前提とし、中古品の取得は対象外とします。中古品の購入が明ら

かになった場合は事業そのものを取り消すことがあります。 

⑤ また、偽りその他の不正な手段により、補助金を不正に受給した疑いがある場合には、JMACとして、補助

金の受給者に対して必要に応じて現地調査等を実施します。 

⑥ 上記の調査の結果、不正行為が認められたときは、当該補助金に係る交付決定の取り消しを行うとともに、

受領済の補助金のうち取消対象となった額に加算金（年１０．９５％の利率）を加えた額をJMACに返還して

いただきます。併せて、JMACから新たな補助金等の交付を一定期間行わないこと等の措置を執るとともに

当該事業者の名称及び不正の内容を公表することがあります。 

⑦ なお、補助金に係る不正行為に対しては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年

８月２７日法律第１７９号）の第２９条から第３２条において、刑事罰等を科す旨規定されています。予め補助

金に関するそれら規定を十分に理解した上で本事業への申請手続きを行うこととしてください。 

 

株式会社 日本能率協会コンサルティング  
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1. 事業の内容 

 

1.1. 事業背景・目的等 

１．背景 

我が国の食品産業は、国民への食料の安定供給を担うとともに、国内農林水産業にとって最大の供給先

となっており、関連産業も含めれば生産額が 100 兆円と国内総生産の２割を超える大規模な産業であり、

国内経済全体の成長にも大きな影響を有しています。 

一方、食品産業は、多品種・短期間・少量生産で、形が不定形、柔らかくつかみにくい、といった特性

から自動化が困難であり、他の製造業と比較して著しく労働生産性が低くなっており、食品産業の生産

性の向上は、我が国経済の活性化に向け喫緊の課題となっています。 

 

２．目的 

近年、食品産業独自の難しさを克服した機械や、食品産業を意識した IoT 技術や AI（人工知能）を活

用した画像認識技術等も開発されつつあり、これらの技術と食品メーカーとを繋ぐシステムインテグレ

ーター（自動化に係るシステム等の構築・運営を行う企業）や、工場診断や改善指導による業務の最適化

を図る専門家等との連携を促し、「この品目・この規模の工場でも、ここまで自動化し、生産性を向上さ

せることができる」という具体例を生み出し、各事業者に具体的な取組に向け一歩を踏み出してもらう

ことが必要となってきます。 

一方、ハード設備だけでなく生産システムを含む改善を推進するには、大きな投資を伴うことが想定さ

れますが、食品業界においては投資金額の大きさから展開が進みにくい状況があると考えられます。そ

のため、食品製造業だけではなく、設備メーカーやシステムインテグレーターなど複数企業が連携して

展開を普及・加速させる基盤的・標準的技術で業種横断的な機器・システムの開発・構築を行うという取

り組みについても充実を図る必要があります。 

本事業では、システムインテグレーター、IT ベンダー、製造機械メーカー等と、食品メーカーが参加

して、同業者を刺激するようなそれぞれの業種で「ここまでできる」という具体例（モデル）を生み出し、

ロボット、ＡＩ、ＩｏＴ等の先端技術の活用実証、もしくは基盤的・標準的技術で業種横断的な機器・システムの開

発・構築といった活用実証を図る取り組みを通じて、食品産業におけるイノベーションを創出し、食品製造業

から外食・中食産業に至る食品産業全体の生産性向上を推進することを目的とします。 

 

※本公募要領に記載のスケジュール等については、状況に応じて変更があり得ることをご留意願います。 

 

1.2. 事業名称 

令和２年度食品産業イノベーション推進事業 

 

 

 

 

 



5 

 

1.3. 事業内容 

本事業は、以下の３つの事業区分から構成され、応募に際しては、事業区分のいずれかを選択することが必

要です（複数の事業区分に応募することも可能です）。 

１．革新的技術活用実証事業 

人手不足の解消や生産コストの低減、経営管理能力向上のためのロボット、ＡＩ、ＩｏＴ等技術の導入等による生

産効率向上など、革新的で新規性のある技術の活用実証 

 

２．業種別業務最適化実証事業 

専門家の工場診断や改善指導による生産性向上などを通して、業務の最適化や人材育成を図る取組 

（コンサルティングの例：現状把握、改善立案支援、費用対効果分析、システム・設備評価、立ち上げ支援等） 

 

３．コンソーシアム共同実証事業 

食品事業者、機械メーカー、情報関連企業、研究機関等を構成員とするコンソーシアムが、基盤的・標準的技

術で業種横断的な機器・システムの開発・構築等を行い、活用実証を図る取組 

 

1.4. 補助対象事業者 

 本事業の補助対象事業者は以下のとおりとします。 

以下の ①～⑦ すべての要件を満たす食品産業事業者もしくは事業化共同体（※１コンソーシアム）の※２

代表事業者 

① 原則本邦において、事業活動を営んでいる法人及び個人事業主。 

※ 個人事業主は、青色申告者であり税務代理権限証書の写し又は税理士・会計士等による申告内容

が事実と相違ないことの証明（任意様式）を提出できること。 

② 補助事業の遂行能力を有すること。具体的な計画検討を行い、単なる設備導入や専門家の受け入れだけ

でなく生産能力の向上を実務的に牽引、検証する能力を有すること 

③ 補助事業の内容、結果及び成果の概要について事業期間中および終了後の公表に協力できること。 

※ 事例・成果のセミナーでの報告や、JMACが要求する事例に関する情報提供・確認作業も含む。 

④ ＪＭＡＣが事業期間中及び終了後に行う調査等に協力できること。 

⑤ 農林水産省の機関から指名停止の措置を受けていないほか、公正取引委員会から私的独占の禁止及

び公正取引の確保に関する法律に基づく排除措置命令又は課徴金納付命令を受けていないこと。 

⑥ 本事業実施に当たって、同じテーマでの本事業以外の国庫による補助等（農林水産省のみならず他省

庁の補助金、委託費、交付金等も含む）を受けていない、または受ける予定がないこと。 

※本事業以外の国庫による補助等に応募することを妨げるものではない。 

⑦ 本事業において購入した資産がある場合は、法定耐用年数の間、導入機器等を継続的に維持運用でき

ること。 

 

※１ コンソーシアムの定義 

ⅰ 食品産業事業者等を中心とし、機械メーカー、情報関連企業、研究機関等を構成員とする事業化共同体

であること。 
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ⅱ 食品産業事業者等を代表事業者とすること。 

ⅲ 組織運営に関する規約があること。 

 

※２ 代表事業者とは 

補助事業に参画するすべての事業者のうち、本補助金の応募等を行い交付の対象となる代表の事業

者をいいます（他の事業者を共同事業者とします）。代表事業者は、補助事業の全部又は一部を自ら行い、

かつ、当該補助事業により財産を取得する者に限ります。代表事業者は、補助事業として採択された場合

には、円滑な事業執行と目標達成のために、その事業の推進に係る取りまとめを行うとともに、共同事業者

との役割分担を含む事業計画の作成等、事業の円滑な実施のための進行管理を行っていただくことにな

ります。また、代表事業者及び共同事業者は、特段の理由があり JMAC が承認した場合を除き、補助事業

として採択された後は変更することができません。 

 

1.5. 申請類型及び補助対象条件 

 次の類型に掲げる申請内容に合致し、補助対象条件を満たす申請が補助対象事業となります。 

１．革新的技術活用実証事業 

＜申請内容＞ 

人手不足の解消や生産コストの低減、経営管理能力向上のためのロボット、ＡＩ、ＩｏＴ等技術の導入等による生

産効率向上など、革新的で新規性のある技術の活用実証を通じて生産性向上を図る計画を対象とします。 

＜補助対象条件＞ 

・本事業を実施する対象工場において、労働生産性が 3％以上向上する計画であること。 

・当該事業によって、他の企業や他の分野への波及効果が見込めるものであること。また、そのために生産性向

上効果や投資額に対する費用効果など、積極的な情報公開を行うことができること。 

成果の横展開等に関わる事業の終了後のフォローアップ調査に対応できること。 

 

２．業種別業務最適化実証事業 

＜申請内容＞ 

 専門家の工場診断や改善指導による生産性向上などを通して、業務の最適化や人材育成を図る取組を通じて

生産性向上を図る計画を対象とします。 

＜補助対象条件＞ 

 ・対象工場において、労働生産性が 3％以上向上する計画であること。 

 ・当該事業によって、他の企業や他の分野への波及効果が見込めるものであること。また、そのために生産性向

上効果や投資額に対する費用効果など、積極的な情報公開を行うことができること。 

 ・成果の横展開等に関わる事業の終了後のフォローアップ調査に対応できること。 

 

３．コンソーシアム共同実証事業 

＜申請内容＞ 

食品事業者、機械メーカー、情報関連企業、研究機関等を構成員とするコンソーシアムが、基盤的・標準的技

術で業種横断的な機器・システムの開発・構築等 を行い、活用実証を図る取組を通じて生産性向上を図る計画
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を対象とします。 

＜補助対象条件＞ 

・本事業を実施する対象工場において、労働生産性が 3％以上向上する（※）計画であること。 

・当該事業によって、他の企業や他の分野への波及効果が見込めるものであること。また、そのために生産性向

上効果や投資額に対する費用効果など、積極的な情報公開を行うことができること。 

・成果の横展開等に関わる事業の終了後のフォローアップ調査に対応できること。 

※ 実証実験を行い、その測定結果に基づく実生産ラインでの効果予測を含む。 

 

なお、すべての事業において、得られた成果物（知的財産を含む）について、業界全体への横展開を進めるた

めの取組（廉価での販売等）に協力すること。また、当該特許の取得により、相当な利益を得た場合は、補助金の

一部または全部に関して、国庫への返還を要求する場合がある。 

 

1.6 補助対象経費 

 本事業を実施するために要する経費として、次表に掲げる経費を補助対象経費とします。 

１．革新的技術活用実証事業 

区分 内容 

Ⅰ．生産性向上機器導入経費

等 

生産性向上機器導入経費として購入・設置に係る経費（リースによる

導入も含む）等 

Ⅱ．エンジニア経費等 システム・設備メーカー、システムインテグレーター等によるエ

ンジニア費用等 

※ それぞれ経費について見積書と整合する形で計上する費用の内訳を明確にすること 

※ 機器のレンタルおよび中古品に係る費用は認めない。 

 

２．業種別業務最適化実証事業 

区分 内容 

Ⅰ．コンサルティング費用等 補助対象事業者において生産性向上の推進支援にかかるコンサル

タント等への支払い費用（コンサルタント等への交通費、宿泊費等を

含む） 

※ Ⅰにおける費用は、それぞれどのような経費が発生しているのか計上する費用の内訳を明確にすること 

 

３．コンソーシアム共同実証事業 

区分 内容 

Ⅰ．生産性向上機器導入経費

等 

生産性向上機器導入経費として購入・設置に係る経費（リースによる

導入も含む）等 

実証実験および実ラインにおける生産性向上効果予測時に発生

する設備や機器、システムの費用等 

Ⅱ．エンジニア経費等 システム・設備メーカー、システムインテグレーター等によるエ

ンジニア費用等 
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※ それぞれ経費について見積り書と整合する形で計上する費用の内訳を明確にすること 

※ 機器のレンタル、および中古品に係る費用は認めない。 

※ 実施にかかる各種経費（外部会議室費用、構成員の交通費・宿泊費・飲食費・日当など）は認めない。 

 

 

1.6-2 留意事項 

  １ 補助対象経費は、本事業に直接要する経費であって本事業の対象として明確に区分でき、かつ、証拠書

類によって金額等が確認できるものとします。なお、経理に当たっては、費目ごとに整理するとともに他の事

業等の会計と区分して行うもののみとします。 

  ２ 補助事業実施主体は、本事業を遂行するため、売買、請負その他の契約をする場合は、一般の競争に付

さなければなりません。ただし、当該導入事業の運営上、一般の競争に付することが困難な場合または不適

当である場合は、その理由を書面により明らかにしてください。 

  ３ 次の経費は、事業の実施に必要なものであっても、補助金額に含めることができません。 

（１）建物等施設の建設又は不動産取得に関する経費 

（２）事業の期間中に発生した事故又は災害の処理のための経費 

（３）補助金の交付決定前に発生した経費 

（４）補助対象経費に係る消費税及び地方消費税 

（５）その他本事業を実施する上で必要とは認められない経費及び本事業の実施に要した経費であることを

証明できない経費 

（６）補助の対象としない経費として実施要領で定めるもの 

４ リースを活用する場合、対象設備を利用する事業者を代表事業者とし、対象設備を保有するリース事業

者を共同申請者とした共同申請とします。また、１つの申請内で複数のリース会社（共同事業者）を利用

して申請していないことが条件となります。また、リース契約については、次に掲げる要件のすべてを満た

すものに限ります。なお、この場合の補助金は、対象設備の購入を行ったリース事業者（代表事業者）へ

支払うこととします。 

 

ア リース期間中の途中解約又は解除が原則できない契約であること。 

イ 対価が対象設備の取得価額並びに利子、固定資産税等、損害保険料及び手数料の額の合計額となる 

契約であること。 

ウ リース期間が１年以上であり、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）

で定める耐用年数（法定耐用年数）以内の契約であること。 

エ 中古品の対象機器をリースする契約でないこと。 

オ 親会社、子会社、関連会社又はこれに準ずるものの間での契約でないこと。 

カ 交付申請時に予定していたリース期間を通じて契約が継続していること。 

５ 本事業を実施することにより特許権等が発生した場合には、その特許権等は補助対象事業者に帰属す

るが、特許権等の帰属に関し、次の条件を遵守するものとします。 

（１）本事業において得た成果物に関して特許権等の出願又は取得を行った場合には、その都度遅滞なく、

当該出願又は取得の状況について、JMACに報告すること。 
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（２）国が公共の利益のために特に必要があるとしてその理由を明らかにして当該特許権等を利用する権利

を求める場合には、無償で当該権利を国に許諾すること。 

（３）当該特許権等を相当期間活用していないと認められ、かつ、当該特許権等を相当期間活用していない

ことについて正当な理由が認められない場合において、国が特許権等の活用を促進するために特に必

要があるとしてその理由を明らかにして当該特許権等を利用する権利を求めるときは、当該権利を第三

者に許諾すること。 

（４）本事業期間中及び本事業終了後５年間において、本事業の成果である特許権等について、国以外の

本事業の第三者に譲渡し、又は利用を許諾するときは、事前に JMAC と協議して承諾を得ること。 

６ 補助対象事業者が、当該事業の実施により相当の収益が生じたと認められるときは、JMAC は補助対象

事業者に対し、交付された補助金の全部又は一部に相当する金額について、納付を命ずることがありま

す。 

 

1.7 補助率および補助金上限額 

 補助金の補助率及び上限額は以下の通りです。 

１．革新的技術活用実証事業 および３．コンソーシアム共同実証事業 

補助率：1／2以内 

補助金上限： 

１，３００万円／社 

※採択企業数及び導入システム・設備の内容等により判断いたします。 

※1社または１コンソーシアムあたりの金額をお約束するものではありません。 

  採択数、事業計画内容等によって補助金額が下がることがあります。 

※リースを活用する場合の生産性向上機器導入経費部分の補助金額は、次の算式によるものとする。 

補助金額＝「リース物件購入価格（税抜き）」×（「リース期間」÷「法定耐用年数」）×補助率（１／２以内） 

 

２． 業種別業務最適化実証事業 

補助率：定額 

補助金上限：３５０万円／社 

※採択企業数及び事業計画の内容等により判断いたします。 

※1社あたりの金額をお約束するものではありません。 

  採択数、事業計画内容等によって補助金額が下がることがあります。 

 

 なお、補助対象経費に補助率を掛け合わせた補助金額が上限を上回る場合、申請された事業が補助対象とし

て認められれば、補助額の上限の範囲内で交付されます。 

 当該補助金には、消費税及び地方消費税相当額を含みません。 

本補助金と、国からの他の補助金（負担金、利子補給金並びに補助金適正化法第２条第４項第１号に掲げる

補助金及び同項第２号に掲げる資金を含む。）の併用はできません。 

 

1.8. 補助事業期間 
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 交付決定の日を事業開始日とし、事業完了後、令和３年２月１５日までに実績報告書を提出してください。 

 

1.9 事業全体のスキーム 

 

 

1.10. 事業の全体スケジュール 

 

※確定検査で基準を満たしていない場合は、補助金の支払ができない場合があります。 

農林水産省 補助 JMAC 補助
生産性向上
実施事業者
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※審査プロセスとしては、書類審査後、追加審査（プレゼンテーション）を行います。追加審査については

JMACが提示した候補日の中から調整させていただきます。 

※追加確認などが必要な場合は追加審査にて確認させていただくことがあります。対象となる事業者には

JMAC より書類審査後速やかに連絡します。 

※追加審査は JMAC本社(東京)にて実施する予定です。実施会場までの必要経費（交通費、宿泊費等）

は各社にてご負担ください。 

※追加審査は政府の緊急事態宣言などの状況によってはオンラインでの審査となることがあります。その

場合は電子データなど情報を共有できる媒体の準備をお願いします。 

※期限内に報告内容の確認や修正などの対応が必要となることがあり JMAC とのやり取りが頻繁に発生

する可能性もあるため、連絡担当者を明確にしてください。 

 

2. 公募から申請、審査、交付決定まで 

2.1. 公募 

 JMAC は、実施事業者の一般公募を行います。 

JMAC ホームページの公募関連情報(https://www.jmac.co.jp/news/news/info20200520.html)を随時掲載しま

す。(「JMAC 令和２年度（仮）」をキーワードとして検索してください) 

 

2.1.1 受付方法 

郵送（宅配便可）又は補助金申請システム「jGrants」での応募を受け付けます。 

jGrants では、電磁的記録による申請を受け付けるとともに、当該申請システムを通じて行われた申請に対して

は原則として、当該申請システムで通知等を行います。jGrantsを利用するには、Gビジネス ID（法人共通認証基

盤。以下「Gビズ ID」という。）の取得が必要です。Gビズ IDが取得できない場合は、郵送で申請してください。 

 

2.1.2. 公募期間 

 公募開始：令和２年５月２５日（月） 仮 

 公募締切：令和２年７月１０日（金） 仮 

※ 郵送（宅配便可）は７月１０日（金）１７時必着。持ち込みは受け付けません。 

※ jGrants を利用する場合、締め切り日の 17:00 までに申請を実施したもの。jGrantsを利用するにあ

たり必要となる G ビズ ID の取得には２〜３週間かかるため余裕を持って準備してください。詳細は

下記の経済産業省ホームページを参照ください。 

（URL：https://www.meti.go.jp/press/2019/12/20191224003/20191224003.html） 

 

2.1.3 応募書類 

以下の資料をすべて作成してください。  

申請する事業者は、所定の様式を用いて、申請書類を一式作成し、正１部副８部を JMACに提出してください。 

※ 内容は正・副まったく同一のものを作成して下さい（副については白黒およびコピー可）。 

※ 申請書類はＡ４ファイルに穴を開けて綴じ、インデックスなどで資料の識別ができるようにしてください。また、

表紙及び背表紙に事業者名・事業区分（「革新導入」「最適化」「コンソーシアム」のいずれか）事業計画名



12 

 

（「令和２年度食品産業イノベーション推進事業」）を記入してください。 

※ 申請書類は返却しないため、必ず写しを控えておいてください。 

※ 採択決定後、交付申請時には商業登記簿謄本が必要となります（上場企業除く）。 

※ jGrantsを利用する場合、Word、Excel又は PDFにて１部ずつ提出してください。 

 

 

 

＜提出書類一覧＞ 以下は応募提出資料として必須のものとなります。 

№ 書式 書類名称 備考 

１ 指定 補助事業申請書 
（別紙様式１－１、別紙様式１－２） 

正１部（捺印版）、副８部 
 

２ 指定 事業計画書（別紙様式２） 
経費内訳書（総括表および経費積算
根拠）（別紙様式３） 
事業計画サマリ（別紙様式４） 
提出書類自己チェック表（別紙様式５） 

正１部、副８部 
※事業開始は交付決定日(８月予定)、終了日は令和３年２月

15 日とする。終了日までに成果評価含め全て完了させること。 

３ 自由 事業計画補足説明書 
※工場のレイアウト、QC 工程表、組織概要

図、導入予定システム・設備がある場合はス

ペック・カタログ等 

※コンサルティング会社からの提案書または

指導実施計画書を必須とする（業種別） 

正１部、副８部（本書類を添付する場合） 
※ 事業計画書を補足する資料 

※ 設備やシステムの導入に際しては、仕様に基づき定量的な

導入成果をシミュレーションした結果を添付すること 

※ コンサルティング会社からの提案書または指導実施計画書

は、生産性向上目標値と実現に向けての課題および推進・

指導内容を記載するものとする 

４ 自由 見積書 
※見積りは３社分提出してください 

※見積り 1 社のみは原則として審査の対象と

なりません 

選定理由書 
※最終的な発注先の選定理由書 

正１部、副８部 
※見積もり有効期限内および３ヶ月以内のもの 

※設備導入の見積りにおいては型番や仕様条件などを明記す

ること 

※選定理由書には経済合理性の他に当該類似案件の実績や

優位性を判断できる情報を記載・添付すること 

５ 自由 会社概要等 正１部、副８部 
※ 会社名、業種、製品、資本金、従業員の項目が入った概要

資料や会社パンフレットでも可 

※ 共同実証タイプについては、コンソーシアムの構成員すべ

ての会社概要、コンソーシアムでの役割分担等を記載した

資料、組織運営に関する規約を添付すること。 
６ 自由 決算書（財務諸表） 正１部、副８部 

※ 直近３期分の決算報告書（貸借対照表及び損益計算書） 

※ 共同実証タイプについては、代表事業者の決算書を提出

すること。 

※ 「組織運営に関する規約」には、コンソーシアムの目的、意思決定の方法、代表事業者、構成員と役割、事

務会計処理の方法(コンソーシアムの運営において発生する経費の取り扱い等)、などコンソーシアムの概要

が把握できる資料（様式自由） 

 

 

2.1.4. 書類提出先 
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※ 必ず赤字で「令和２年度 食品産業イノベーション推進事業 申請書在中」と目立つ場所に記載してください 

※ 合わせて「革新的技術活用実証事業」「業種別業務最適化実証事業」「コンソーシアム共同実証事業」い

ずれへの応募かも明記して下さい。 

 

 

＜お問い合わせ先＞ 

公募に関するお問い合わせ、申請方法等の相談・連絡については、下記メールアドレスにて承ります。 

メールアドレス：r2koubo_jmac@jmac.co.jp  

なお、革新的技術活用実証事業に関するご連絡は件名に「革新」を含めてください。  

業種別業務最適化実証事業に関するご連絡は件名に「最適」を含めてください。 

コンソーシアム共同実証事業に関するご連絡は件名に「コンソ」を含めてください。 

お問合わせの際には、件名の先頭に「令和２年度食品産業イノベーション推進事業」と記載ください。 

 

2.2. 審査 

 外部の有識者で構成される審査委員会が審査を行い、本事業の目的を達成するために有効と認められる事業

を選定します。審査基準は別紙のとおりです。 

 なお、審査は非公開とし、審査の経過や結果に至った理由等に関する問い合わせには応じないものとします。

また、申請者に対して、必要に応じてヒアリングを実施します。 

 

2.3. 採択決定 

 JMAC は、申請された事業が補助の要件等を満しており、補助金を交付すべきものと認められるものについて、

審査委員会の結果に基づき予算の範囲内において採択の決定を行い、採択決定通知書により申請者に通知す

るとともに、JMAC のＨＰに掲載いたします。（採択決定及びその他の JMAC からの連絡等は、全て「連絡担当窓

口」に記載されている住所、電話・ＦＡＸ番号、電子メールアドレス宛に行います。また、連絡がつかない場合や、

同担当者が申請内容を十分理解されていない場合は採択しないことがあります。） 

なお、本事業の効率的・効果的な実施のため、JMACが必要に応じて助言及び指導を行うことがあります。 

 採択決定後は別途実施規程に詳細な手続き及び必要な様式を定めていますので、実施規程に基づいた様式

の提出を求めます。 

 

2.4. 交付決定 

 採択通知を受けた申請者は、所定期間内に所定の交付申請書を作成の上、JMAC に提出し、内容確認等を経

て補助金の交付決定となります。 

 補助対象事業者に対して実際に交付する補助金の額は、補助対象事業者から実績報告書の提出を受けた後

〒105-0011 東京都港区芝公園 3-1-22 日本能率協会ビル 7階 

株式会社日本能率協会コンサルティング 担当 寺脇宛 
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に JMAC が実施する「確定検査」により決定されるものであり、（3.3. 補助金額の確定及び補助金交付参照）、交

付決定通知書に記載の額でないことにご留意ください。 

 

3. 事業開始～補助金交付 

 

3.1. 事業の開始及び事業完了 

3.1.1. 事業の開始 

 補助対象事業者は、JMAC から交付決定通知を受けた後に補助事業を開始（設計・システム・設備などの発注、

コンサルタントとの契約等）するものとし、以下の点に留意してください。 

① 発注日、契約日は、JMAC の交付決定日以降であること。また、見積りの有効期限と発注日、契約日の

不整合がないことも合わせて確認をすること。 

② 原則として競争入札又は複数の見積りによって相手先を決定すること。相手先を選定した理由を明確

にし、選定理由書(書式自由)にて提出すること。 

※見積りは３社分提出してください 

※見積り 1社のみは原則として審査の対象となりません。 

③ 当該年度に実施された設計・システム・設備導入、コンサルタントへの支払い等については、当該年度

中（または、補助事業実績報告書提出の前まで）に対価の支払い及び精算が完了すること。 

④ 事業の経費は区分ごとに集計し、事業終了時に実績と対比ができるように考慮すること。 

 

3.1.2. 計画変更等 

 補助対象事業者は、申請時の事業の内容を変更、補助事業経費の区分ごとに配分された額の変更、補助事

業の中止または廃止等をしようとするとき、もしくは、事業計画に示されている設備やシステムの仕様を変更すると

きは、事前に JMACの承認を受ける必要があります。 

 補助対象経費の区分ごとに配分された額のいずれか低い額の１０％以内で変更する場合は、JMAC の承認を

受ける必要はありません。 

なお、何らかの理由により補助対象経費が増額となる場合であっても、補助金額の増額は原則認められません。 

変更にともなう承認の要否にかかわらず、事業計画の変更時は、事前に JMAC への連絡・相談を行ってくださ

い。 

 

3.1.3. 申請の取下げ 

 採択後、申請者の都合で辞退する場合は、次回以降の応募の評価の際に減点を行うことがあります。 

 

3.1.4. 事業実施 

 申請された計画に基づき、事業を適切に実施してください。実施状況については補助対象事業者が主体的に

把握し、積極的に推進してください。計画通り事業が実施できないことが明らかになった際には、速やかに JMAC

に報告・相談を行ってください。報告・相談すべき事項の放置や大幅な遅延連絡等、適切な対応・推進が行われ

ていないことがみられる場合には、採択を取り消す場合があります。よって、確実に事業が遂行できる計画を立案

し、体制を構築してください。 
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3.1.5. 中間報告・検査 

事業実施期間中に進捗の報告義務があります。報告形式は報告会（年度内に２～３回程度を想定）への参加を

想定しています。 

詳細は、別途 JMAC よりご案内をいたしますが、具体的な事業の内容を報告できる参加者の人選など具体的に

計画立案時に考慮し、実施・進捗管理を進めてください。 

また、セミナーなどでの発表も想定していますので、その際はご協力をお願いします。 

 補助対象事業者は事業期間中、別途 JMAC が指定する期日までに中間報告を提出する必要があります。また、

必要に応じて現地検査を行います。 

 

3.1.6. 事業の完了 

 当該年度の補助事業は、納品後事業計画の実施及び補助対象事業者における支出義務額（補助対象経費全

額）の支出完了（精算を含む。）をもって事業の完了とします。 

 また、補助対象事業者から外注先等への代金支払方法は、原則金融機関の振込で行ってください。クレジット

契約、割賦契約等による支払いも可能ですが、実績報告前に支払が完了している必要があります。支払の事実

を証明できる証憑を準備してください。 

 

 

 

 

3.2. 完了報告 

3.2.1 完了報告 

 補助対象事業者は、当該年度の補助事業が完了した場合は所定の事業期間終了日（令和３年２月１５日）まで

に実績報告書及び成果報告書を提出して下さい。 

 

3.2.2. 提出書類一覧 

№ 書式 書類名称 備考 

１ 指定 実績報告書 様式は別途指示 

２ 自由 成果報告書 ※ 取り組み内容の詳細(導入設備・工程の写真など)、

成果算出の根拠、次年度以降の継続的成果確認

の計画などを含む内容 

※ 本書類は公開される場合があります 

３ 自由 経費一覧および証憑 費用請求に必要な経費の一覧と対応する領収書・記

録 
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3.2.3. 完了報告書類の提出期限 

上記書類の提出期限は令和３年２月１５日とする。 

 

3.3. 補助金額の確定及び補助金交付 

3.3.1. 補助金額の確定 

 JMAC は補助対象事業者からの実績報告書の提出を受けた後、書類検査および必要に応じて行う現地検査

（以下「確定検査」という。）を行い、事業の成果が採択決定の内容に適合すると認めたときは交付すべき補助金

の額を確定し、補助対象事業者に通知します。 

 なお、確定検査を行うにあたって補助対象事業者に用意して頂く書類は交付決定後に別途お知らせします。 

※ 交付決定内容と異なるシステム・設備が設置されている場合、補助金の支払を行いません。 

※ 計画書記載の内容が十分に行われていない場合、補助金の支払を行いません。 

 自社調達によってなされた設計、製作、物品購入等については、原価計算により利益相当分を排除した額を補

助対象経費の実績額とします。また、関係会社からの調達分についても、原則、原価計算などにより、利益相当

分を排除した額を補助対象経費の実績額とします。 

 

 

＜利益排除について＞ 

 補助事業において、補助対象経費の中に補助対象事業者の自社製品の調達がある場合、補助対象事業の実

績額の中に補助対象事業者の利益相当分が含まれることは、補助金交付の目的上ふさわしくないと考えられま

す。このため、利益等排除の方法を原則下記のとおり取り扱います。 

 

① 利益等排除の対象となる調達先 

補助対象事業者自身の場合、利益等排除の対象とします。 

② 利益等排除の方法 

原則、システム・設備の製造原価をもって補助対象経費とします。この場合の原価とは、当該調達品の製造原

価をいうこととします。但し、原価等を算出する事が困難である場合は、他の合理的な説明をもって原価として認

めます。 

例）売上原価／売上高（直近年度単独決算報告）をもって利益相当額を排除します。 

 関係会社から 100%同一資本企業から 自社から 

３者見積の場合 利益排除必要なし 利益排除必要なし ３者見積り参加不可 

利益排除 

特命発注の場合 利益排除必要なし 

事由をもって判断 

利益排除 利益排除 

 

3.3.2. 補助金の支払 

 補助対象事業者は、JMAC の確定通知を受けた後に精算払請求書を提出し、その後、補助金の支払を受ける

事になります。 
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3.3.3. 財産管理 

 補助対象事業者は、補助事業の実施により取得した財産等（取得財産等）について、補助事業の完了後にお

いても善良な管理者の注意をもって管理し、特に保守についてはその実施内容、体制等を充分整備し、故障等

によるシステム・設備利用率の低下を最小限にするなど、補助金の交付の目的に従って、その効率的、効果的運

用を図る必要があります。 

 また、取得財産等の管理にあたっては、取得財産等管理台帳を整備し、その管理状況を明らかにしておくととも

に、処分制限期間内に取得財産等を処分（補助金交付申請書に記載された補助事業の目的及び内容に反して

使用し、売却し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供することをいう）しようとする時は、あらかじめ JMAC の

承認を受ける必要があります。 

 従って、補助対象事業者において上記の処分あるいは処分に該当する可能性のある手続きを行う必要が生じ

た場合は、一切の手続き（例：財産を担保に供する場合の金銭消費貸借契約手続）を開始する前に「財産処分

承認申請書」を提出してください。 

 

3.3.4. 補助金の返還、取消、罰則等 

 万一、実施規程に違反する行為がなされた場合は、以下の措置が講じられ得ることに留意してください。 

• 実施規程に基づく交付決定の取消及び補助金の返還、加算金の計算及び納付、延滞金の納付。 

• 相当の期間補助金等の全部または一部の交付決定を行わないこと。 

• JMACの所管する契約について、一定期間指名等の対象外とすること。 

• 府省等他の資金配分機関に対し、当該不正使用等に関する措置及び措置の対象者等について情報提供し

ます。このことにより、不正使用等を行った者及びそれに共謀した者に対し、府省等他の資金配分機関の研究

資金への応募が制限される場合があります。また、府省等他の資金配分機関から JMAC に情報提供があった

場合も同様の措置を講じることがあります。 

• 補助対象事業者等の名称及び不正の内容の公表。 

 

4. その他 

4.1. 結果の公表について 

 JMACは、補助金の採択決定時に、補助対象事業者名、事業名等を JMACホームページで公表します。なお、

個々の情報の公表、非公表の取り扱いについては、情報公開法に基づく情報開示に準ずることとします。 

 

4.2. 事業終了後の報告について 

 補助事業終了後３年間、実証データの収集・分析・導入効果等についての報告及び当該内容や各種データ等

の公表を JMACから求められる場合があります。 

 

4.3. 秘密の保持 

 提出された申請書は、補助対象事業者の選定に使用します。審査委員には守秘義務がありますが、提出され

た申請書は全て審査委員に開示されます。また、事業計画書の内容に関しては、国又は JMAC から公表される

場合があります。 

 取得した個人情報については、事業計画実施体制の審査のために利用します。また、特定の個人を識別しな
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い状態に加工した統計資料等に利用することがあります。ご提供いただいた個人情報は、上記の利用目的以外

で利用することはありません（ただし、法令等により提供を求められた場合を除きます）。 
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（別紙） 

公募審査基準 

 

1. 事業の目的、内容及び実施方法 

1.1 事業目的 

【基礎】事業の目的が、本公募要領が示す事業の目的に合致しているか。 

【基礎】事業内容が単に自社に対してではなく業種・業態への波及効果について十分な説明があるか。 

 

1.2 事業内容 

【基礎】事業の対象となる作業・工程や製品など対象が具体的に記載されているか。 

【基礎】目標は測定可能なものとして定義され十分に検証され得ることが期待できるか。 

    （会社全体もしくは工場全体としての目標が明確になっているか） 

【基礎】対象工場において、労働生産性が 3％以上向上する計画となっているか。（コンソーシアム事業

においては、実証実験を行い、その測定結果に基づく実生産ラインでの効果予測による労働生産性が

３％以上向上する計画となっているか。） 

【基礎】事業内容が、業界の模範となるような投資効率を創出する見込みがあるか。 

【加点】事業内容が、革新的であり、かつ、その業種にとって新規性のある取組であるか。 

【加点】事業実施計画における労働生産性の向上計画について、そのロジックが明確で説得力のあるも

のとなっているか。 

【加点】事業内容が、横展開・波及効果を生み出しやすい内容になっているか。 

 

2. 事業実施方法・実施計画 

【基礎】事業目的・内容に対し、事業実施計画が具体化・詳細化されており、効率的かつ実現可能なも

のになっているか。 

（導入する設備やラインの改革要件から定量的に成果・効果を試算し、実験・検証の道筋が示されてい

るか） 

【基礎】事業実施計画における投資金額が、妥当性のあるものになっているか。 

【加点】各実施事項の実施期間は適切か。 

【加点】事業実施手順について効率的・効果的に実施するための工夫が示されているか。 

 

3. 事業実施体制 

【基礎】事業の実施体制図及び役割が、事業内容と整合しているか。 

【基礎】要員数、体制、役割分担が明確にされているか。 

【加点】本事業事務局からの要望等に迅速・柔軟に対応できる体制が備わっているか。 

【加点】事業実施主体者に事業遂行に不可欠な専門知識・ノウハウ等の蓄積があるか。 

【加点】労働安全衛生マネジメントシステム（OSHMS）の認証を取得するなど適切な安全衛生管理に対

応できる体制が備わっているか。 
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4. 事業遂行のための経営基盤・管理体制 

【基礎】事業遂行のための健全な経営(財務)基盤を有しているか。 

【基礎】支出に係る証拠書類等の整理・保管体制等を有しているか。 

【加点】事業遂行のために、受注者として、確実な経理処理が出来ることが確認できるか。 
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